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副 議 長 771,740円 

（821,000円） 

    計    2.79月分 
 
 （議長、副議長及び議員） 

  ６月期 1.35月分 
  12月期 1.44月分 
   計  2.79月分 

退職手当を大幅に引き下げるとともに、給与総額（退職
手当を含む。）を約７パーセント引き下げたことにより
全国的に見ても低い水準となっています。  

 議  員  727,700円 

（766,000円） 

(注)１ 議長、副議長及び議員の給料・報酬月額欄のうち（ ）内は、減額措置を行う前の額です。 
２ 退職手当額は、平成 28 年４月１日時点の給料月額に基づき、１期（48 月）勤めた場合における退職手当の見込額です。 

イ 平成 27 年度年間支給実績 

区  分 給料・報酬 期 末 手 当 合    計 

知  事 13,470,400円 4,518,822円 17,989,222円 

副 知 事 10,581,000円 3,555,994円 14,136,994円 

議  長 10,409,490円 3,498,952円 13,908,442円 

副 議 長 9,176,280円 3,084,045円 12,260,325円 

議  員 
283,544,306円 

（8,592,252円） 
86,262,844円 

（2,614,026円） 
369,807,150円 

 （11,206,277円） 

(注) １「議員」欄の上段は、議長及び副議長を除く議員全員の合計です。下段の（ ）内は、議員１人当たりの額です。 

２「議員」の期末手当について、平成 27 年４月の改選による新人議員は在職期間に応じて減額された額で集計しています。  

 

 

(15）企業局（電気事業、工業用水道事業及び埋立事業）の状況 
ア 職員給与費の状況 

(ア) 決算（平成 27 年度） 

区 分 

総 費 用 

 
Ａ 

総損益又は 

    実質収支 

職員給与費 

 
Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 
Ｂ／Ａ 

（参考） 

平成26年度の総費用に 
占める職員給与費比率 

電気事業 1,849,346千円 351,003千円 345,539千円     18.68％     21.61％ 
工業用水道事業 710,379千円 ▲179,824千円 12,601千円     1.77％     1.88％ 
埋立事業 47,518千円 62,447千円 14,278千円     30.05％     0.29％ 

(イ) 予算（平成 28 年度） 

区  分 
職 員 数 

Ａ 

給        与        費 １人当たり給与費 

Ｂ/Ａ 給   料 職員手当     期末・勤勉手当   計 Ｂ 

電気事業  40人      166,428千円       54,941千円       61,993千円      283,362千円        7,084千円 
工業用水道事業   2人       7,403千円       3,371千円      2,334千円       13,108千円        6,554千円 
埋立事業  2人     8,494千円       1,402千円       2,900千円       12,796千円        6,398千円 

     (注)１ 給与費は、当初予算に計上された額です。 
２ 職員手当には、退職手当、期末手当及び勤勉手当を含みません。 

イ 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成 28 年４月１日現在） 

区  分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

電気事業 
鳥取県    46.4歳  345,435円  520,541円  
団体平均 44.8歳 372,929円  583,245円  

工業用水道事業 
鳥取県    39.5歳  284,400円  399,561円  
団体平均 45.4歳  361,236円  552,664円  

埋立事業 
鳥取県    40.0歳  318,600円  482,894円  
団体平均 45.9歳  393,317円  620,600円  

県（一般行政職） 43.4歳   319,285円   386,251円 
       (注)１ 団体平均とは、都道府県の当該事業区分の平均値です（以下同じ。）。 

２ 団体平均の数値は、平成 27 年４月１日現在です。 
３ 団体平均の平均給料月額には、給料のほか扶養手当及び地域手当を含みます。 

      ４ 団体平均の平均給与月額には、給料のほか通勤手当などの毎月支払われる手当及び期末・勤勉手当を含みます。 

ウ 職員の手当の状況（平成 28 年４月１日現在） 

(ア) 期末手当・勤勉手当 
     （制度内容） (13)のアと同じです。 

（平成 27 年度支給実績） 

年間支給総額 支給職員数（平成27年12月） １人当たりの平均支給額 

62,425千円  43人 1,451,747円 

(イ) 退職手当 

      （制度内容） (13)のイと同じです。 
（平成 27 年度支給実績）  支給職員数が少ないため掲載していません。 

(ウ) 地域手当 

     （制度内容） (13)のウと同じです。 
  （平成 27 年度支給実績） なし 

(エ) 特殊勤務手当 
     （制度内容） (13)のエと同じです。 
     （平成 27 年度支給実績） 
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年  間  支  給  総  額 413千円    

１ 人 当 た り の 平 均 支 給 年 額 22,963円   

職員全体に占める手当支給職員の割合 41.9％   

手 当 の 種 類 （ 手 当 数 ） ３種類（うち一般行政職の職員と共通のもの２種類） 

手当の 
名 称 

主な支給 
対象職員 

主な支給対象業務 支給単価等 年間支給額 
支給人員 
（延べ） 

特殊現場 

作業手当 

企業職員 地上又は水面上15メートル以上の足場の不

安定な箇所で行う工事の監督、検査、測 
量、調査又は指導等の業務 

日額300円 

（４時間未満60／100） 

413千円 136人 

トンネルの坑内で行う監督、検査、測量、
調査、指導等の業務 

日額300円 
（４時間未満60／100） 

発電所の建設現場で行う監督、検査、測 

量、調査、指導等の業務 

日額600円 

発電所又は工業用水道施設の維持管理に関

する業務 

日額300円 

風力発電所のタワー昇降等、浄水
場着水井の点検に係る業務 

日額600円 

圧力ずい道の点検に係る業務 
日額1,200円 

（４時間未満60／100） 

職員が著しく足場が不安定で危険な箇所で
行う発電用導水路及び水圧管路設置工事の
監督、検査、測量、調査又は指導の業務 

日額300円 
（４時間未満60／100） 

災害応急 
等 作 業 

手  当 

企業職員 ダム、鉄管路における災害現場において急
斜面での作業を行う巡回監視業務 

日額1,200円 
（危険区域等の加算あり） 

― ― 

異常な自然現象若しくは大規模な事故等に
より重大な災害が発生し、又は発生するお
それがある現場において行う巡回監視業務 

日額600円 
（危険区域等の加算あり） 

異常な自然現象若しくは大規模な事故等に
より重大な災害が発生し、又は発生するお

それの著しい箇所で行う応急作業等業務 

日額1,200円 
（危険区域等の加算あり） 

用地交渉
手  当 

企業職員 用地の取得のための折衝業務 日額600円 ― ― 

(オ) 時間外勤務手当 

    （制度内容） (13)のオと同じです。 
    （支給実績） 

年      度 年間支給総額 
支給対象職員数 

(各年４月１日現在） 
１人当たりの 
平均支給年額 

平成27年度 18,380千円 38人 483,683円 

平成26年度 25,305千円 38人 665,929円 

（注）職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（27年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理

職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。 

(カ) その他の手当等 

区  分 制度内容（平成28年４月１日現在） 
(13)のカ
の 制 度
との異同 

(13)のカ    
の制度と    異
なる内容 

平成27年度支給実績 

扶 養 手 当 ア 配偶者                               月額10,500円 
イ 配偶者以外の扶養親族                月額 6,500円 

ウ 配偶者のない職員の扶養親族のうち   
 １人目まで               月額11,000円 
エ 15歳に達する日後の最初の４月１日   

 から22歳に達する日以後の最初の３月 
 31日までの間にある子（加算額）    １人月額5,000円 

同じ - （総 額）6,876千円 
（職員数）29人  

（平 均）237,103円 

住 居 手 当 借家・借間居住者（家賃月額12,000円以下の場合を除く。） 
 家賃の額に応じ、最高月額27,000円まで支給 

同じ - （総 額）2,346千円 
（職員数）８人 
（平 均）293,250円 単身赴任手当受給者で配偶者に居住させるため借家・借間を借り

受けている者 
 借家・借間居住者の例によった場合の額の２分の１相当額 

初 任 給 調 整 
手   当 

採用による欠員補充が困難である職（医師・歯科医師・獣医師）
の給与水準を調整し、人材確保を容易にするため支給 
（支給月額） 

経験年数の増加に応じて減少する定額（最高月額307,800円） 

同じ - - 

通 勤 手 当 交通機関等利用者 
  運賃等の額を支給 

   ・定期券と回数券のうち安価な方の額による。 
   ・定期券は、６月以内の最も長い期間のものの額による。 
   ・１月当たり55,000円を上限とする。 

同じ - （総 額）4,941千円 
（職員数）36人  

（平 均）137,256円 

自動車等使用者 
  通勤距離に応じ、月額2,200円から46,400円までの範囲内で支 

給 
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特別急行列車等を利用する場合 
  上記の額に特別急行料金等の運賃等の２分の１の額を加算 

駐車料金を負担している場合（パーク・アンド・ライド） 

 交通機関等及び自動車等に係る通勤手当をともに受けている
職員が、交通機関の利用に伴って駐車場を利用し駐車料金を負担
することを常例としている場合に、当該駐車料金に相当する額（

１月当たり３千円を上限とする。）の通勤手当を支給 

ノーマイカー運動に参加している場合 

 ノーマイカー運動参加者に対し、１月あたり３往復程度参加す
ることを想定した通勤手当を支給 

管 理 職 手 当 一定の管理・監督の地位にある職員（管理職員）に対して支給 

（支給月額） 
 給料表、職務の級、手当区分に応じた定額 

同じ - （総 額）4,408千円 

（職員数）５人 
（平 均）881,520円 

単身赴任手当 異動等を原因として単身赴任となった職員に対し、二重生活を送
ることによる経済的負担を軽減すること等を目的に支給 
（算定方法） 

支給月額 ＝30,000円 ＋ 加算額 
（加算額） 

職員の住居と配偶者の住居の交通距離に応じて、8,000円か

ら70,000円までの範囲内（交通距離が100キロメートル未満の
場合は、加算なし） 

同じ - （総 額） ―  千円 
（職員数） ―  人 
（平 均） ―  円  

 
※職員数が少ないため、

掲載していません。 

特地勤務手当 

に準ずる手当 

生活の不便な地に所在する公署に異動し、異動に伴って住居を移
転する場合における精神的な負担や生活の不便を考慮し、そのよ
うな公署にも必要な職員を配置しやすくするために支給 
（算定方法） 

支給月額 ＝（支給対象公署に異動した時点の給料月額＋扶
養手当）× 支給割合 

（支給割合） 
異動等の日からの経過期間等によって２／100から                   ５／100

までの割合 

同じ - - 

休日勤務手当 休日（国民の祝日及び年末年始）において、正規の勤務時間中に
勤務した場合に支給 
（算定方法） 
 支給額 ＝ 時間数 × １時間当たりの給与額 × 135／100 

同じ - （総 額）-千円 
（職員数）-人 
（平 均）-円 

※職員数が少ないため、

掲載していません。  

夜間勤務手当 正規の勤務時間が深夜（午後10時から翌日の午前５時まで）にわ
たる職員に対し、その深夜の勤務に対する割増賃金として支給 
（算定方法） 
  支給額 ＝ 時間数 × １時間当たりの給与額 × 25／100 

同じ - （総 額）237千円 

（職員数）12人 
（平 均）19,725円  

宿 日 直 手 当 休日又は勤務時間外に、庁舎、設備、備品、書類等の保全、外部
との連絡、文書の収受、庁内の監視等を目的とする宿日直勤務を
行った場合に支給 
（支給額） 
 勤務１回当たり4,200円（宿日直勤務の時間が５時間未満の
場合は、2,100円） 

同じ - ― 

管 理 職 員 

特 別 勤 務 
手 当 

管理職員が臨時・緊急その他の公務運営の必要により、週休日若

しくは休日に勤務した場合又は災害への対処等のために平日午
前零時から午前５時までの間に勤務した場合に支給（管理職員に
は通常の時間外勤務手当等は支給しません。) 

（支給額） 
（１）週休日又は休日に勤務した場合 
  勤務１回当たり4,000円から12,000円までの範囲内（最高額 

は、局長の場合） 
  勤務が６時間を超える場合には、150/100を乗じた額 
（２）平日午前零時から午前５時までの間に勤務した場合 

勤務１回当たり2,000円から6,000円までの範囲内（最高額は 
局長の場合） 

同じ ― ― 

(注) 「平成 27 年度支給実績」欄の「（総額）」は平成 27 年度年間支給総額を、「（職員数）」は平成 27 年度支給職員数（一部は、
平成 27 年４月１日現在支給対象職員数）を、「（平均）」は支給職員１人当たりの平均支給年額を表します。 

 
(16) 病院事業（中央病院及び厚生病院）の状況 
ア 職員給与費の状況 

(ア) 決算（平成 27 年度） 

区  分 
総 費 用 

 
Ａ 

総損益又は 
 実質収支 

職員給与費 
 
Ｂ 

総費用に占める 
職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

（参考） 
平成26年度の総費用に 
占める職員給与費比率 

平成27年度  20,381,202 千円 882,126 千円 10,243,776 千円 50.3 ％  48.4％ 

(イ) 予算（平成 28 年度） 

区  分 
職員数 

Ａ 

給        与        費 １人当たりの給与費  
Ｂ/Ａ 給   料 職員手当     期末・勤勉手当 計 Ｂ 

平成28年度  1,204人 4,137,351千円 2,295,300千円 1,561,899千円 7,994,550千円  6,640千円 
     (注)１ 給与費は、当初予算に計上された額です。 
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２ 職員手当には、退職手当、期末手当及び勤勉手当を含みません。 

 

イ 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成 28 年４月１日現在） 

区  分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

病 院 局 36.6歳 297,025円  446,063円  

県（一般行政職） 43.4歳  319,285円    386,251円 

 

ウ 職員の手当の状況（平成 28 年４月１日現在） 

(ア) 期末手当・勤勉手当 
     （制度内容） (13)のアと同じです。 
     （平成 27 年度支給実績） 

年間支給総額 支給職員数（平成27年12月） １人当たりの平均支給年額 

1,425,817千円  1,146人 1,244,168円 

(イ) 退職手当 

     （制度内容） (13)のイと同じです。 
（平成 27 年度支給実績） 

年間支給総額 支給職員数 １人当たりの平均支給年額 

364,534千円 
(224,577千円) 

91人 
(11人) 

4,005,866円 
(20,416,127円) 

(注) ( )内は、勧奨、定年及び早期退職制度による退職者への支給実績を再掲したものです。 

(ウ) 地域手当 

     （制度内容） (13)のウと同じです。 
     （平成 27 年度支給実績） なし 

     (エ) 特殊勤務手当 

     （制度内容） (13)のエと同じです。 
     （平成 27 年度支給実績） 

年  間  支  給  総  額 219,197千円 

１ 人 当 た り の 平 均 支 給 年 額 244,913円 

職員全体に占める手当支給職員の割合 79.4％ 

手 当 の 種 類 （ 手 当 数 ） ４種類（うち知事部局と共通のもの３種類） 

手当の名称 
主な支給 
対象職員 

主な支給対象業務 支給単価等 年間支給額 
支給人員 
（延べ） 

放射線取扱 

手 当 

診療放射線技師 

 

一般行政職の職員に同じ。 一般行政職の職員に同

じ。 

3,146千円 124人 

防疫等業務

手 当 
 
 

 
 

看護師及び准看

護師 

病院の結核病棟又は感染症病棟における業

務 

日額300円 

 
 

 

3,921千円 170人 

中央放射線室職
員 

結核病棟又は感染症病棟における業務 

運転士及び自動
車整備士 

感染症の患者等を自動車で移送する業務 

中央検査室職員 結核菌その他の病原体を直接取り扱う業務 月額5,500円 
ただし、従事日数が少 

ない場合は減額 
 １日～７日 30／100 
 ８日～14日 60／100 

医 療 業 務 
手 当 

医師及び歯科医
師 

患者に接して行う医療業務 院長   月額49,000円 
副院長及び局長 
     月額44,000円 

副局長及び部長   
月額37,000円 

医長、副医長及び室長 

(３級の職務にあるもの) 
月額29,000円 

医長、副医長及び室長 

(２級の職務にあるもの)    
月額24,000円 

医師及び歯科医師 

月額20,000円 
ただし、従事日数が少 
ない場合は減額 

１日～７日 30／100 
８日～14日 60／100 

46,593千円 148人 
 

 

産婦人科の医師 分べん業務 1回10,000円 13,240千円 13人 
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夜間看護等 
手 当 

病院の病棟に勤
務する助産師、
看護師及び准看

護師 

正規の勤務時間による勤務の一部又は全部
が深夜（午後10時から翌日の午前５時まで
の間）において行われる看護等の業務 

全部深夜勤務 
１回6,200円 

（月の勤務すべて深夜

勤務 １回8,600円） 
 
一部深夜勤務 

４時間以上 
      １回3,300円 
（月の勤務すべて深夜

勤務 １回4,500円） 
 

２時間以上４時間未満 

          １回2,900円 
（月の勤務すべて深夜
勤務 １回4,100円） 

 
２時間未満 
      １回2,000円 

（月の勤務すべて深夜
勤務 １回3,200円） 

 

（特別事情の加算あり） 

152,297千円 876人 

病院に勤務する
医師、助産師、

看護師及び准看
護師 

正規の勤務時間以外の時間において、特別
な事情の下で行う救急医療等の業務 

１回1,240円 

(オ) 時間外勤務手当 
     （制度内容） (13)のオと同じです。 

（支給実績） 

年      度 年間支給総額 
支給対象職員数 

(各年４月１日現在) 
１人当たりの 
平均支給年額 

平成27年度 862,266千円 1,090人 791,070円 

平成26年度 755,642千円 1,055人 716,248円 

（注）職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（27年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理

職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。 

(カ) その他の手当等 

区  分 制度内容（平成28年４月１日現在） 
(13)のカ
の制度   と
の異同 

(13)のカ    
の制度と    異
なる内容 

平成27年度支給実績 

扶 養 手 当     ア 配偶者                                月額10,500円 
イ 配偶者以外の扶養親族                  月額 6,500円 

ウ 配偶者のない職員の扶養親族のうち    
 １人目まで                               月額11,000円 
エ 15歳に達する日後の最初の４月１日    

 から22歳に達する日以後の最初の３月 
 31日までの間にある子（加算額）        １人月額5,000円 

 
同じ 

 
- 

（総 額）77,691千円  
（職員数）406人  

（平 均）191,357円  

住 居 手 当 借家・借間居住者（家賃月額12,000円以下の場合を除く。） 

 家賃の額に応じ、最高月額27,000円まで支給 

 

同じ 

 

- 

（総 額）93,203千円  

（職員数）316人  
（平 均）294,945円  単身赴任手当受給者で配偶者に居住させるため借家・借間を借り受

けている者 
 借家・借間居住者の例によった場合の額の２分の１相当額 

通 勤 手 当     交通機関等利用者 

  運賃等の額を支給 
   ・定期券と回数券のうち安価な方の額による。 
   ・定期券は、６月以内の最も長い期間のものの額による。 

   ・１月当たり55,000円を上限とする。 

 

同じ 

 

- 

（総 額）71,306千円  

（職員数）855人  
（平 均）83,398円  

自動車等使用者 

  通勤距離に応じ、月額2,200円から46,400円までの範囲内で支給 

特別急行列車等を利用する場合 
  上記の額に特別急行料金等の運賃等の２分の１の額を加算 

駐車料金を負担している場合（パーク・アンド・ライド） 
交通機関等及び自動車等に係る通勤手当をともに受けている職

員が、交通機関の利用に伴って駐車場を利用し駐車料金を負担する
ことを常例としている場合に、当該駐車料金に相当する額（１月当
たり３千円を上限とする。）の通勤手当を支給 

 

ノーマイカー運動に参加している場合 
 ノーマイカー運動参加者に対し、１月あたり３往復程度参加する

ことを想定した通勤手当を支給 
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管 理 職 手 当     一定の管理・監督の地位にある職員（管理職員）に対して支給 
（支給月額） 

給料表、職務の級、手当区分に応じた定額 

同じ - （総 額）34,557千円  
（職員数）37人   
（平 均）933,965円   

初 任 給 調 整 
手  当 

採用による欠員補充が困難である職（医師・歯科医師）の給与水準
を調整し、人材確保を容易にするため支給 
（支給月額） 

経験年数の増加に応じて減少する定額（最高月額307,800円） 
院長 月額170,400円 

同じ - （総 額）405,117千円  
（職員数）131人   
（平 均）3,092,497円 

単身赴任手当 異動等を原因として単身赴任となった職員に対し、二重生活を送る
ことによる経済的負担を軽減すること等を目的に支給 
（算定方法） 

支給月額 ＝30,000円 ＋ 加算額 
（加算額） 

職員の住居と配偶者の住居の交通距離に応じて、8,000円から

70,000円までの範囲内（交通距離が100キロメートル未満の場合
は加算なし） 

同じ - （総 額）    - 千円 
（職員数）   - 人 
（平 均）    - 円  

 
※職員数が少ないため、
掲載していません。 

 
 

休日勤務手当 休日（国民の祝日及び年末年始）において、正規の勤務時間中に勤

務した場合に支給 
（算定方法） 
  支給額 ＝ 時間数 × １時間当たりの給与額 × 135／100 

同じ - （総 額）117,851千円  

（職員数）327人   
（平 均）360,400円   

夜間勤務手当 正規の勤務時間が深夜（午後10時から翌日の午前５時まで）にわた
る職員に対し、その深夜の勤務に対する割増賃金として支給 

（算定方法） 
  支給額 ＝ 時間数 × １時間当たりの給与額 × 25／100 

同じ - （総 額）66,663千円  
（職員数）564人   

（平 均）118,197円   

宿 日 直 手 当     休日又は勤務時間外に、庁舎、設備、備品、書類等の保全、外部と
の連絡、文書の収受、庁内の監視等を目的とする宿日直勤務を行っ

た場合に支給 
（支給額） 
  勤務１回当たり4,200円（宿日直勤務の時間が５時間未満の場

合は、2,100円） 

同じ - （総 額）51,684千円  
（職員数）167人   

（平 均）309,485円   

管 理 職 員 

特別勤務手当 

管理職員が臨時・緊急その他の公務運営の必要により、週休日若し

くは休日に勤務した場合又は災害への対処等のために平日午前零
時から午前５時までの間に勤務した場合に支給（管理職員には通常
の時間外勤務手当等は支給しません。) 

（支給額） 
（１）週休日又は休日に勤務した場合 

勤務１回当たり4,000円から12,000円までの範囲内（最高額  

は、院長の場合） 
   勤務が６時間を超える場合には、150/100を乗じた額 
（２）平日午前零時から午前５時までの間に勤務した場合 

勤務１回当たり2,000円から6,000円までの範囲内（最高額  
は、院長の場合） 

同じ - （総 額）5,138千円 

（職員数）26人 
（平 均）197,615円  

(注) 「平成 27 年度支給実績」欄の「（総額）」は平成 27 年度年間支給総額を、「（職員数）」は平成 27 年度支給職員数（一部は、
平成 27 年４月１日現在支給対象職員数）を、「（平均）」は支給職員１人当たりの平均支給年額を表します。 

 
 
 

４ 職員の勤務時間、休暇、旅費その他の勤務条件の状況 

(１) 職員の勤務時間（平成 28 年４月１日現在） 

  一般行政職員の勤務時間は、次のとおりです。 
 なお、子の養育、家族の介護等の特別の事由がある場合には時差出勤が認められているほか、職務の特殊性から次の勤務時間により
難い場合には別に勤務時間を定めています。   

１週間の 

勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間 

38時間45分 午前８時30分 午後５時15分 正午から午後１時まで 

 

(２) 職員の年次有給休暇の取得状況（平成 27 年） 
 年次有給休暇は、その年の在職期間等を考慮し、20 日を超えない範囲内の日数が付与されます。 

 職員１人当たりの平均の年次有給休暇の取得日数は、次のとおりです。 

区   分 平成27年 平成26年 
一般行政職員 10.3 日 10.3 日 

教    員 9.9 日 9.4 日 

警   察   官 6.9 日 5.8 日 

   (注) 一般行政職員は、知事部局の状況です。 

 

 

 


